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第６章 まん延防止 

基本理念と目標 

 新型インフルエンザ等の感染拡大を可能な限り抑制し、健康被害を最小限にとどめるととも

に、県民生活及び社会経済活動への影響を最小化することを目的とする。適切な医療の提供等と

あわせて、必要に応じてまん延防止対策を講ずることで、感染拡大のスピードやピークを抑制

し、治療を要する患者数を医療提供体制が対応可能な範囲内に収めることにつなげることが重要

である。特に有効な治療薬がない場合や、予防接種が実施されるまでの間は、公衆衛生上の観点

から実施するまん延防止対策は重要な施策である。このため、病原体の性状等を踏まえたリスク

評価を適時適切に行い、強化された医療提供体制においても医療がひっ迫する水準の大規模な感

染拡大が生じるおそれのある場合には、特措法に基づき、必要と考えられる地域・期間等におい

て、まん延防止等重点措置や緊急事態措置が実施されることとなる。 

 一方で、特措法第５条において、国民の自由と権利に制限を加える場合、その制限は新型イン

フルエンザ等対策を実施するため必要最小限のものとするとされていることや、まん延防止対策

が社会経済活動に大きな影響を与える面があることを踏まえ、対策の効果と影響を総合的に勘案

し、新型インフルエンザ等の病原性や感染性等に関する情報や、ワクチン及び治療薬の開発や普

及等の状況の変化に応じて、実施しているまん延防止対策の縮小や中止等の見直しを機動的に行

うことが重要である。 

第１節 準備期 

（１）目的 

 新型インフルエンザ等の発生時に、確保された医療提供体制で対応できるレベルに感染拡大

のスピードやピークを抑制することで、県民の生命及び健康を保護する。このため、対策の実

施等に当たり参考とする必要のある指標やデータ等の整理を平時から行う。 

 また、有事におけるまん延防止対策への協力を得るとともに、まん延防止対策による社会的

影響を緩和するため、県民や事業者等の理解促進に取り組む。 

 

（２）所要の対応 

1-1. 対策の実施に係る参考指標等の検討【健康福祉部、総務部、産業経済部】 

 県は、有事にまん延防止対策を機動的に実施し、又は柔軟に対策を切り替えていくため、

対策の実施等に当たり参考とするべき指標やデータ等の内容、取得方法、取得時期等を整理

する。その際、有事にも円滑な把握ができるよう、可能な限り平時から定期的に収集してい

る既存の指標やデータ等を用いる。 
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1-2. 新型インフルエンザ等の発生時の対策強化に向けた理解及び準備の促進等【健康福祉、

知事戦略部、総務部、産業経済部】 

① 国及び県は、それぞれの行動計画に基づき、新型インフルエンザ等対策として想定され

る対策の内容やその意義について周知広報を行う。その際、新型インフルエンザ等のまん

延を防止し、県民の生命及び健康を保護するためには県民一人一人の感染対策への協力が

重要であることや、実践的な訓練等を行うことの必要性について理解促進を図る。 

② 国、県、市町村及び学校等は、換気、マスク着用等の咳エチケット、手洗い、人混みを

避ける等の基本的な感染対策の普及を図る。 

 また、自らの感染が疑われる場合は、相談センターに連絡し指示を仰ぐことや、感染

を広げないように不要不急の外出を控えること、マスクの着用等の咳エチケットを行う

こと等の有事の対応等について、平時から理解促進を図る。 

③ 国及び県は、まん延防止等重点措置による休業要請、新型インフルエンザ等緊急事態95

における緊急事態措置による不要不急の外出の自粛要請や施設の使用制限の要請等の新型

インフルエンザ等の発生時に実施され得る個人や事業者におけるまん延防止対策への理解

促進を図る。 

④ 公共交通機関については、旅客運送を確保するため指定（地方）公共機関となるもので

あり、適切な運送を図る観点からは、当該感染症の症状のある者の乗車自粛や、マスク着

用等の咳エチケットの徹底、時差出勤や自転車等の活用の呼び掛け等が想定される。国

は、その運行に当たっての留意点等について、調査研究の結果を踏まえ、指定（地方）公

共機関に周知する。 

  

 
95 特措法第 32 条第１項に規定する新型インフルエンザ等緊急事態をいう。以下同じ。 
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第２節 初動期 

（１）目的 

 新型インフルエンザ等の発生時に、まん延防止対策の適切かつ迅速な実施により感染拡大の

スピードやピークを抑制し、医療提供体制等の整備を図るための時間を確保するとともに、ピ

ーク時の受診患者数や入院患者数等を減少させ、確保された医療提供体制で対応可能となるよ

うにする。このため、県内でのまん延の防止やまん延時に迅速な対応がとれるよう準備等を行

う。 

 

（２）所要の対応 

2-1. 県内でのまん延防止対策の準備【健康福祉部、総務部】 

① 国及び県等は、相互に連携し、県内における新型インフルエンザ等の患者の発生に備

え、感染症法に基づく患者への対応（入院勧告・措置等）や患者の同居者等の濃厚接触者

への対応（外出自粛要請、健康観察の実施、有症時の対応指導等）の確認を進める。 

 また、国及び県等は、検疫所から新型インフルエンザ等に感染した疑いのある帰国者

等に関する情報の通知を受けた場合は、相互に連携し、これを有効に活用する。 

② 県等は、ＪＩＨＳから、感染症の特徴や病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受性

等）、臨床像等に関する情報等の分析やリスク評価に基づく、有効なまん延防止対策に資

する情報が提供されたときは、速やかに関係機関に共有し、必要な対策を検討する。 
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第３節 対応期 

（１）目的 

 新型インフルエンザ等の感染拡大のスピードやピークを抑制するため、まん延防止対策を講

ずることで、医療のひっ迫を回避し、県民の生命及び健康を保護する。その際、県民生活や社

会経済活動への影響も十分考慮する。 

 また、準備期で検討した指標やデータ等を活用しながら、緊急事態措置を始めとする対策の

効果及び影響を総合的に勘案し、柔軟かつ機動的に対策を切り替えていくことで、県民生活や

社会経済活動への影響の軽減を図る。 

 

（２）所要の対応 

3-1. まん延防止対策の内容【健康福祉部、総務部、産業経済部】 

 まん延防止対策として実施する対策の選択肢としては、以下のようなものがある。県は国

及びＪＩＨＳによる情報の分析やリスク評価に基づき、感染症の特徴や病原体の性状（病原

性、感染性、薬剤感受性等）、変異の状況、感染状況及び県民の免疫の獲得の状況等に応じ

た、適切なまん延防止対策を講ずる96。なお、まん延防止対策を講ずるに際しては、県民生

活や社会経済活動への影響も十分考慮する。 

 

3-1-1. 患者や濃厚接触者への対応【健康福祉部、総務部、産業経済部】 

 県等は、国と連携し、地域の感染状況等に応じて、感染症法に基づき、患者への対応（入

院勧告・措置等）97や患者の同居者等の濃厚接触者への対応（外出自粛要請等）98等の措置

を行う。また、病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受性等）等についての情報収集等で

得られた知見等を踏まえ、積極的疫学調査等による感染源の推定と濃厚接触者の特定による

感染拡大防止対策等の有効と考えられる措置がある場合には、そうした対応も組み合わせて

実施する。 

 

3-1-2. 患者や濃厚接触者以外の住民に対する要請等 

3-1-2-1. 外出等に係る要請等【健康福祉部、総務部、地域創生部、産業経済部】 

 県は、県内外の感染状況に応じて、集団感染の発生施設や不特定多数の者が集まる等の感

染リスクが高まる場所等への外出自粛や、都道府県間の移動自粛要請を行う。 

 
96 本節において、特に根拠法令の記載や注釈がないものについては、特措法第 24 条第９項の規定に基づく要請として行

うことを想定している。 
97 感染症法第 26 条第２項の規定により準用する感染症法第 19 条 
98 感染症法第 44 条の３第１項 
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 また、県は、まん延防止等重点措置として、重点区域99において営業時間が変更されてい

る業態に属する事業が行われている場所への外出自粛要請100や、緊急事態措置として、新型

インフルエンザ等緊急事態において生活の維持に必要な場合を除きみだりに居宅等から外出

しないこと等の要請101を行う。 

 

3-1-2-2. 基本的な感染対策に係る要請等【健康福祉部、総務部、産業経済部】 

 県は、県民等に対し、換気、マスク着用等の咳エチケット、手洗い、人混みを避ける等の

基本的な感染対策、時差出勤やテレワーク、オンライン会議の活用等の取組を勧奨し、必要

に応じ、その徹底を要請する。 

 

3-1-3. 事業者や学校等に対する要請 

3-1-3-1. 営業時間の変更や休業要請等【健康福祉部、総務部、地域創生部、生活こども部、

環境森林部、農政部、産業経済部、県土整備部、教育委員会、企業局】 

 県は、必要に応じて、まん延防止等重点措置として、措置を講ずる必要があると認める業

態に属する事業を行う者に対する営業時間の変更の要請102を行う。また、緊急事態措置とし

て、学校等の多数の者が利用する施設103を管理する者又は当該施設を使用して催物を開催す

る者（以下「施設管理者等」という。）に対する施設の使用制限（人数制限や無観客開催）

や停止（休業）等の要請104を行う。 

 

3-1-3-2. まん延の防止のための措置の要請【健康福祉部、総務部、地域創生部、生活こども

部、産業経済部、教育委員会】 

 県は、必要に応じて、上記3-1-3-1のまん延防止等重点措置又は緊急事態措置による要請

の対象事業者や施設管理者等に対し、従業員に対する検査勧奨その他の新型インフルエンザ

等のまん延を防止するために必要な措置を講ずることを要請する105。 

 

3-1-3-3. 3-1-3-1及び3-1-3-2の要請に係る措置を講ずる命令等【健康福祉部、総務部、地域

創生部、生活こども部、教育委員会】 

 
99 特措法第 31 条の６第１項第２号に規定するまん延防止等重点措置を実施すべき区域をいう。 
100 特措法第 31 条の８第２項 
101 特措法第 45 条第１項 
102 特措法第 31 条の８第１項 
103 新型インフルエンザ等対策特別措置法施行令（平成 25 年政令第 122 号）第 11 条に規定する施設に限る。 
104 特措法第 45 条第２項 
105 特措法第 31 条の８第１項及び第 45 条第２項 
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 県は、上記3-1-3-1又は3-1-3-2のまん延防止等重点措置又は緊急事態措置による要請の対

象事業者や施設管理者等が、正当な理由なく要請に応じない場合は、特に必要があるときに

限り、当該者に対し、要請に係る措置を講ずべきことを命ずる106。 

 

3-1-3-4. 施設名の公表【健康福祉部、総務部、地域創生部、生活こども部、産業経済部、教

育委員会】 

 県は、上記3-1-3-1から3-1-3-3までのまん延防止等重点措置又は緊急事態措置による要請

又は命令を受けた事業者や施設について、その事業者名や施設名を公表することが利用者の

合理的な行動の確保につながると判断される場合には、事業者名や施設名を公表する107。な

お、判断にあたっては、国から提供・共有される情報も参考にする。 

 

3-1-3-5. その他の事業者に対する要請【健康福祉部、総務部、生活こども部、産業経済部、

教育委員会、病院局】 

① 国及び県は、事業者に対して、職場における感染対策の徹底を要請するとともに、従業

員に基本的な感染対策等を勧奨し、又は徹底することの協力を要請する。また、当該感染

症の症状が認められた従業員の健康管理や受診を勧奨すること、出勤が必要な者以外のテ

レワーク、こどもの通う学校等が臨時休業等をした場合の保護者である従業員への配慮等

の協力を要請する。 

② 国は、県等や関係機関に対し、病院、高齢者施設等の基礎疾患を有する者が集まる施設

や、多数の者が居住する施設等における感染対策を強化するよう要請する。 

③ 県は、集団感染の発生施設や不特定多数の者が集まる等の感染リスクが高まる場所等に

ついて、施設の管理者等に対して、基本的な感染対策の徹底や、人数制限等の安全性を確

保するための計画策定等を要請する。 

④ 県は、必要に応じて、感染のリスクが高まっている地域への出張の延期・中止の呼び掛

けを行う。 

⑤ 県は、事業者や各業界における自主的な感染対策を促す取組を検討する。 

 

3-1-3-6. 学級閉鎖・休校等の要請【健康福祉部、総務部、生活こども部、教育委員会】 

 国及び県は、感染状況、病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受性等）等を踏まえ、必

要に応じて、学校・保育施設等における感染対策の実施に資する情報提供・共有を行う。ま

た、国及び県は、学校保健安全法（昭和33年法律第56号）に基づく臨時休業108（学級閉鎖、

 
106 特措法第 31 条の８第３項及び第 45 条第３項。当該命令に違反した場合は、特措法第 79 条及び第 80 条第１号の規定

に基づき過料が科され得る。 
107 特措法第 31 条の８第５項及び第 45 条第５項 
108 学校保健安全法第 20 条 
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学年閉鎖又は休校）等を地域の感染状況等に鑑み適切に行うよう学校の設置者等に要請す

る。 

 

3-2. 時期に応じたまん延防止対策の実施の考え方 

3-2-1. 封じ込めを念頭に対応する時期【健康福祉部、総務部】 

 国及び県は、感染症指定医療機関等の医療資源には限界があること、新型インフルエンザ

等の効果的な治療法が確立されていないこと、当該感染症に対する県民の免疫の獲得が不十

分であること等を踏まえ、医療のひっ迫を回避し、県民の生命及び健康を保護するため、必

要な検査を実施し、上記3-1-1の患者や濃厚接触者への対応等に加え、人と人との接触機会

を減らす等の対応により封じ込めを念頭に対策を講ずる。 

 このため、国及び県は、必要に応じて、まん延防止等重点措置や緊急事態措置の実施を検

討することを含め、上記3-1に記載した対策の中でも強度の高いまん延防止対策を講ずる

（まん延防止等重点措置や緊急事態措置の実施の考え方については、3-3に記載）。 

 

3-2-2. 病原体の性状等に応じて対応する時期【健康福祉部、総務部】 

 以下のとおり、病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受性等）等を踏まえたリスク評価

の大括りの分類に応じた対応の考え方を示すが、有事には、病原体の性状（病原性、感染

性、薬剤感受性等）、臨床像に関する情報等に基づく国及びＪＩＨＳによる分析やリスク評

価の結果に基づき、対応を判断する。 

 

3-2-2-1. 病原性及び感染性がいずれも高い場合【健康福祉部、総務部】 

 り患した場合の重症化等のリスクが非常に高く、また、感染性の高さから感染者数の増加

に伴い医療のひっ迫につながることで、大多数の県民の生命及び健康に影響を与えるおそれ

があることから、上記3-2-1と同様に、まん延防止等重点措置や緊急事態措置の実施も含

め、強度の高いまん延防止対策を講ずる。 

 

3-2-2-2. 病原性が高く、感染性が高くない場合【健康福祉部、総務部】 

 り患した場合の重症化等のリスクが非常に高いが、感染拡大のスピードが比較的緩やかで

ある場合は、基本的には上記3-1-1の患者や濃厚接触者への対応等を徹底することで感染拡

大の防止を目指す。 

 それでも医療の提供に支障が生じるおそれがある等の場合には、県は国に対して、まん延

防止等重点措置や緊急事態措置の実施を要請する。 

 



第３部第６章 まん延防止（対応期） 

87 
 

3-2-2-3. 病原性が高くなく、感染性が高い場合【健康福祉部、総務部】 

 り患した場合のリスクは比較的低いが、感染拡大のスピードが速い場合は、基本的には、

上記3-1に挙げた対策の中では強度の低いまん延防止対策を実施しつつ、宿泊療養や自宅療

養等の体制を確保するとともに、県予防計画及び県医療計画に基づき、医療機関の役割分担

を適切に見直すことで対応する。 

 上記の対策を行ってもなお、地域において医療のひっ迫のおそれが生じた場合等について

は、県は、当該状況の発生を公表し、更なる感染拡大防止への協力を呼び掛けるとともに、

国による、関係省庁や業界団体等との連携や調整、好事例の提供や導入支援、感染対策に関

する助言・指導等を参考に、より効果的・効率的な感染対策を実施する。 

 それでも医療の提供に支障が生じるおそれがある等の場合には、県は国に対して、まん延

防止等重点措置や緊急事態措置の実施を要請する。 

 

3-2-2-4. こどもや若者、高齢者等が感染・重症化しやすい場合【健康福祉部、総務部、生活

こども部、産業経済部、教育委員会】 

 こどもや高齢者、特定の既往症や現病歴を有する者が感染・重症化しやすい傾向がある等

の特定のグループに対する感染リスクや重症化リスクが高い場合は、そのグループに対する

重点的な感染症対策の実施を検討する。 

 例えば、こどもが感染・重症化しやすい場合については、学校や保育所等における対策が

こどもに与える影響にも留意しつつ、対策を実施するとともに、保護者や同居者からの感染

リスクにも配慮した対策を講ずる。また、県は、こどもの生命及び健康を保護するため、地

域の感染状況等に応じて、上記3-1-3-6の学級閉鎖や休校等の要請を行う。それでも地域の

感染状況が改善せず、こどもの感染リスク及び重症化リスクが高い状態にある場合等におい

ては、学校施設等の使用制限等109を講ずることにより、学校等における感染拡大を防止する

ことも検討する。 

 

3-2-3. ワクチンや治療薬等により対応力が高まる時期【健康福祉部、総務部、産業経済部】 

 ワクチンや治療薬の開発や普及により、感染拡大に伴うリスクが低下したと認められる場

合は、上記3-1に記載した対策の中では強度の低いまん延防止対策を実施しつつ、特措法に

よらない基本的な感染症対策への速やかな移行を検討する。 

 なお、病原体の変異等により、病原性や感染性が高まる場合には、そのリスクに応じて、

上記3-2-2に記載した考え方に基づき対策を講ずる。ただし、そのような場合においても、

対策の長期化に伴う県民生活・社会経済活動への影響を勘案しつつ検討を行う。 

 

 
109 特措法第 45 条第２項 



第３部第６章 まん延防止（対応期） 

88 
 

3-2-4. 特措法によらない基本的な感染症対策に移行する時期【健康福祉部、総務部、産業経

済部】 

 国及び県は、これまでに実施したまん延防止対策の評価を行い、必要に応じ、病原体の変

異や次の感染症危機に備えた対策の改善等を行う。 

 

【図15 対応期におけるまん延防止対策】 

 

3-3. まん延防止等重点措置の公示及び緊急事態宣言の検討等【健康福祉部、総務部、産業経

済部】 

上記3-2の考え方に基づき対応するに当たり、まん延防止等重点措置及び緊急事態措置の

実施の検討については、以下の①から④までのとおりとする。 

① 県は、地域の感染状況や医療のひっ迫状況等の情報に基づき、リスク評価を行い、まん

延防止等重点措置や緊急事態措置の実施を国に対して要請するか検討する。 

② 国は、ＪＩＨＳ及び県等と緊密に連携し、ＪＩＨＳ等から得られる科学的知見や県の医

療提供体制の状況等を勘案しつつ、新型インフルエンザ等の発生状況や患者の発生動向の

推移、病床使用率や外来のひっ迫状況、重症化率等に基づき、医療の提供に支障が生じる

おそれがある又は生じていることからこれらの措置が必要であると認められる場合は、ま

ん延防止等重点措置の公示又は緊急事態宣言を行う。 

 その際、国は、消費の状況、メンタルヘルスや社会不安に関する情報等、国民生活及

び社会経済活動に関する指標等についてもその推移を含めて確認し、対策の効果と、国

民生活及び社会経済活動に与える影響を総合的に勘案し、これらの措置を講ずる必要が
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あると認められる期間及び区域、業態等について、まん延防止等重点措置の公示又は緊

急事態宣言を行う。 

③ ただし、国は、上記3-2のそれぞれの時期において、主に以下の点に留意して、これら

の措置の必要性や内容を判断する。 

（ア） 封じ込めを念頭に対応する時期 

 科学的知見が不十分と考えられる状況であっても、医療提供体制の状況等に鑑みて

必要と認められる場合には、当該状況にあることを国民等に情報提供・共有しつつ、

まん延防止等重点措置や緊急事態措置を含め、必要な対策を検討し、迅速に実施す

る。 

（イ） 病原体の性状等に応じて対応する時期 

 医療提供体制の状況等に鑑みて必要と認められる地域において、ＪＩＨＳ等から提

供される科学的知見に基づき、措置の効果と、国民生活及び社会経済活動に与える影

響を総合的に勘案した上で、必要最小限と考えられる期間及び区域、業態等に対して

措置を講ずる。 

（ウ） ワクチン・治療薬等により対応力が高まる時期 

 上記（イ）と同様に措置を講ずるが、重症化等のリスクが低下したことを踏まえ、

対策の長期化に伴う国民生活や社会経済活動への影響をより重視しながら、措置を講

ずる期間及び区域、業態等を検討する。 

④ なお、まん延防止等重点措置や緊急事態宣言に至らない場合であっても、感染状況を県

民や事業者等に可能な限り分かりやすく情報提供・共有することは、まん延防止対策の効

果を高めるために重要である。このため、県においてもガイドライン等を作成し、県内の

感染状況等について独自の指標等を用いて、段階を分けて情報提供・共有することで、社

会経済活動の再開と感染防止策のバランスを取りつつ、一定の条件のもとで外出自粛や休

業要請を段階的に解除していくという方針を示すこと等も検討する。 

 

3-4. まん延防止等重点措置及び緊急事態措置の実施に係る手続等について【健康福祉部、総

務部、産業経済部】 

 まん延防止等重点措置及び緊急事態措置の実施に係る手続等については、以下のとおりと

する。 

 

3-4-1. まん延防止等重点措置の公示 

3-4-1-1. まん延防止等重点措置の公示までの手続等【健康福祉部、総務部】 

 県は、新型インフルエンザ等が県内で発生し、県内の特定の区域において感染が拡大し、

県民生活及び県内経済に甚大な影響を及ぼすおそれがあり、当該区域における新型インフル

エンザ等のまん延を防止するため、まん延防止等重点措置を集中的に実施する必要があると
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認めるときは、国に対し、基本的対処方針の変更及び本県に対するまん延防止等重点措置の

公示110を行うよう要請する。まん延防止等重点措置の実施の手続は、以下のとおりである。 

 

3-4-1-2. 関係情報の報告【健康福祉部、総務部、産業経済部】 

県は、国及びＪＩＨＳの依頼に基づき、国及びＪＩＨＳが実施するリスク評価及び、まん

延防止等重点措置の実施の判断に必要な情報を国に提供する。 

 

3-4-1-3. 県による要請又は命令【健康福祉部、総務部】 

 本県がまん延防止等重点措置を実施すべき区域に指定された場合は、県は、まん延防止等

重点措置として、県民及び県内事業者に対し、営業時間の変更その他の必要な措置を講ずる

要請又は命令を行う。 

 なお、要請又は命令に当たっては、あらかじめ、感染症に関する専門的な知識を有する者

その他の学識経験者の意見を聴く111。 

 

3-4-1-4. まん延防止等重点措置を実施する必要のある事態の終了【健康福祉部、総務部】 

 県は、県内の感染状況等を勘案し、まん延防止等重点措置を実施する必要がなくなったと

認めるときは、国に対し、当該事態が終了した旨を公示112するよう要請する。 

 国から、本県におけるまん延防止等重点措置を集中的に実施する必要のある事態を終了す

る旨、公示があったときは、県は速やかに県民・県内市町村・県内事業者等にその旨を周知

する。 

 

3-4-2. 緊急事態宣言の手続【健康福祉部、総務部】 

 緊急事態宣言は、緊急事態措置を講じなければ、医療提供体制の限界を超えてしまい、国

民の生命及び健康を保護できず、社会混乱を招くおそれが生じる事態であることを示すもの

である。緊急事態宣言を行うまでの手続、期間や区域の公示及び解除の手続等については、

上記3-2-1のまん延防止等重点措置の手続と同様であるが、異なる点は以下のとおりであ

る。 

① 国は、緊急事態宣言を行った旨を国会に報告する113。また、国は、緊急事態措置を実施

する必要がなくなったと認めるときは、新型インフルエンザ等緊急事態解除宣言を行い、

国会に報告する114。 

 
110 特措法第 31 条の６第１項 
111 特措法第 31 条の８第４項 
112 特措法第 31 条の６第４項 
113 特措法第 32 条第１項及び第３項 
114 特措法第 32 条第５項 
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② 市町村は、緊急事態宣言がなされた場合は、直ちに市町村対策本部を設置する115。市町

村は、当該市町村の区域に係る緊急事態措置を的確かつ迅速に実施するため必要があると

認めるときは、緊急事態措置に関する総合調整を行う116。 

 

【図16 まん延防止重点措置及び緊急事態宣言の要請から適用までの流れ】 

 

  

 
115 特措法第 34 条第１項。なお、特措法第 37 条の規定により読み替えて準用する特措法第 25 条の規定により、市町村

は、新型インフルエンザ等緊急事態解除宣言が行われたときは、遅滞なく市町村対策本部を廃止するとされている。 
116 特措法第 36 条第１項 


